
一般社団法人日本内部監査協会

(単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金 339,933 242,723 97,210

預金 1,450,285,800 1,280,356,867 169,928,933

未収会費 3,280,000 2,480,000 800,000

未収入金 22,213,360 27,235,100 △ 5,021,740

未収収益 16,039 16,084 △ 45

前払費用 11,595,870 10,357,256 1,238,614

未成業務支出金 49,400 0 49,400

棚卸図書 12,322,195 11,694,691 627,504

仮払金 14,200 0 14,200

流動資産合計 1,500,116,797 1,332,382,721 167,734,076

２．固定資産

（１）特定資産

退職給付引当資産 165,269,606 220,503,894 △ 55,234,288

減価償却引当資産 54,015,393 53,662,827 352,566

奨学・表彰引当資産 30,318,410 27,686,658 2,631,752

記念事業等引当資産 0 0 0

システム改修開発資産 150,000,000 150,000,000 0

特定資産合計 399,603,409 451,853,379 △ 52,249,970

（２）その他固定資産

建物付属設備 7,908,770 9,853,543 △ 1,944,773

什器備品 1,506,581 1,324,847 181,734

ソフトウエア 36,720 146,880 △ 110,160

リース資産 5,134,800 8,253,000 △ 3,118,200

敷金・保証金 92,791,504 82,927,504 9,864,000

その他固定資産合計 107,378,375 102,505,774 4,872,601

固定資産合計 506,981,784 554,359,153 △ 47,377,369

資産合計 2,007,098,581 1,886,741,874 120,356,707

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 48,765,840 35,189,206 13,576,634

未払費用 3,772,257 4,441,365 △ 669,108

未払消費税等 11,012,313 16,468,935 △ 5,456,622

前受金 7,293,424 6,485,070 808,354

前受会費 50,041,000 50,132,000 △ 91,000

未成業務受入金 2,200,000 0 2,200,000

預り金 1,872,244 2,433,882 △ 561,638

仮受金 0 0 0

短期リース債務 2,567,400 3,118,200 △ 550,800

賞与引当金 12,000,000 15,330,000 △ 3,330,000

未払法人税等 140,000 140,000 0

流動負債合計 139,664,478 133,738,658 5,925,820

２．固定負債

退職給付引当金 88,846,606 150,060,194 △ 61,213,588

役員退職慰労引当金 76,423,000 70,443,700 5,979,300

長期リース債務 2,567,400 5,134,800 △ 2,567,400

固定負債合計 167,837,006 225,638,694 △ 57,801,688

負債合計 307,501,484 359,377,352 △ 51,875,868

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産 0 0 0

２．一般正味財産 1,699,597,097 1,527,364,522 172,232,575

(うち特定資産への充当額） 234,333,803 231,349,485 2,984,318

正味財産合計 1,699,597,097 1,527,364,522 172,232,575

負債及び正味財産合計 2,007,098,581 1,886,741,874 120,356,707

貸　借　対　照　表
2023年3月31日
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一般社団法人日本内部監査協会
（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

①特定資産運用益 6,676 7,857 △ 1,181

②入会金 4,650,000 4,200,000 450,000

③会費

正会員会費 279,750,000 271,900,000 7,850,000

IIA個人会員会費 161,308,000 147,040,000 14,268,000

④事業収益

研究交流事業 37,609,000 30,547,000 7,062,000

教育研修事業 347,404,200 359,201,150 △ 11,796,950

刊行事業 14,308,280 17,887,840 △ 3,579,560

国際認定資格事業 212,166,152 182,158,952 30,007,200

⑤雑収入

受取利息 24,271 21,809 2,462

雑収入 313,671 1,117,581 △ 803,910

　　　経常収益計 1,057,540,250 1,014,082,189 43,458,061

（２）経常費用

①事業費 798,840,797 790,461,622 8,379,175

役員報酬 5,770,608 5,770,608 0

給料手当 139,570,415 165,582,264 △ 26,011,849

退職給付費用 8,385,444 14,375,390 △ 5,989,946

役員退職慰労引当金繰入額 1,494,825 1,493,254 1,571

福利厚生費 26,077,122 30,238,261 △ 4,161,139

会場費 15,863,448 319,900 15,543,548

会議費 2,767,322 2,090,190 677,132

会費 40,671,905 41,350,496 △ 678,591

旅費交通費 9,892,337 6,727,695 3,164,642

通信運搬費 19,759,380 18,401,974 1,357,406

減価償却費 5,258,734 8,083,927 △ 2,825,193

消耗什器備品費 3,241,920 3,740,002 △ 498,082

ＯＡ機器費 31,474,007 29,768,991 1,705,016

資料印刷費 47,167,116 51,836,616 △ 4,669,500

奨学表彰費 1,027,800 1,207,000 △ 179,200

賃借料 106,098,922 114,417,571 △ 8,318,649

光熱費 4,987,850 3,086,451 1,901,399

諸謝金 34,427,008 26,683,668 7,743,340

租税公課 38,197,615 36,147,620 2,049,995

支払寄付金 47,935,773 48,143,700 △ 207,927

委託費 39,217,629 52,366,673 △ 13,149,044

支払手数料 167,651,484 122,622,301 45,029,183

慶弔費 0 4,250 △ 4,250

雑費 1,902,133 6,002,820 △ 4,100,687

正味財産増減計算書
2022年4月1日から2023年3月31日まで

科           目 当年度 前年度 増減
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一般社団法人日本内部監査協会
（単位：円）

正味財産増減計算書
2022年4月1日から2023年3月31日まで

科           目 当年度 前年度 増減

②管理費 86,466,878 87,550,985 △ 1,084,107

役員報酬 21,681,642 21,889,392 △ 207,750

給料手当 20,154,865 20,283,880 △ 129,015

退職給付費用 1,062,943 1,822,232 △ 759,289

役員退職慰労引当金繰入額 4,484,475 4,479,746 4,729

福利厚生費 4,601,839 5,336,161 △ 734,322

会場費 654,356 0 654,356

会議費 12,436 2,585 9,851

会費 17,280 17,280 0

旅費交通費 2,554,549 1,326,863 1,227,686

通信運搬費 999,956 951,750 48,206

減価償却費 377,739 740,223 △ 362,484

消耗什器備品費 185,844 186,396 △ 552

ＯＡ機器費 2,328,302 2,206,295 122,007

資料印刷費 542,137 460,649 81,488

管理諸費 9,596,620 10,012,663 △ 416,043

賃借料 13,501,631 13,586,285 △ 84,654

光熱費 706,863 352,098 354,765

諸謝金 22,000 0 22,000

租税公課 36,545 46,969 △ 10,424

委託費 2,640,000 2,808,300 △ 168,300

支払手数料 35,066 33,656 1,410

慶弔費 0 750 △ 750

雑費 269,790 1,006,812 △ 737,022

　　　経常費用計 885,307,675 878,012,607 7,295,068

評価損益等調整前当期経常増減額 172,232,575 136,069,582 36,162,993

特定資産評価損益等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 172,232,575 136,069,582 36,162,993

２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0

　　　経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用 0 0 0

　　　経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 172,232,575 136,069,582 36,162,993

一般正味財産期首残高 1,527,364,522 1,391,294,940 136,069,582

一般正味財産期末残高 1,699,597,097 1,527,364,522 172,232,575

受取補助金等 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

1,699,597,097 1,527,364,522 172,232,575
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財務諸表に対する注記 

 

１. 継続事業の前提に関する注記 

      該当なし 

 

２. 重要な会計方針 

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸図書・・・書籍別の移動平均法による原価法によっている。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）  定額法 

無形固定資産（リース資産を除く）  定額法 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

(3) 賞与引当金の計上基準 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の内当期間に帰属する額を計上してい

る。賞与引当金見込額に対する福利厚生費を未払費用に計上している。  

(4) 退職給付引当金の計上基準 

職員については期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

(5) 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上している。 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

３. 特定資産の増減額及びその残高  

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

（単位：円） 

区分 資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

退職給付引当資産    220,503,894  15,427,687     70,661,975     165,269,606 

減価償却引当資産     53,662,827         352,566              -     54,015,393  

奨学・表彰引当資産     27,686,658      10,000,359       7,368,607      30,318,410  

システム改修開発資産    150,000,000               -               -     150,000,000  

特定資産計    451,853,379      25,780,612     78,030,582     399,603,409 
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４. 特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

（単位：円） 

科 目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対応

する額） 

特定資産         

退職給付引当資産 165,269,606  － 165,269,606 

減価償却引当資産 54,015,393 － 54,015,393 － 

奨学・表彰引当資産 30,318,410 － 30,318,410 － 

システム改修開発資産 150,000,000 － 150,000,000 － 

合 計 399,603,409 － 234,333,803 165,269,606 

 

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物付属設備 50,112,858 42,204,088 7,908,770 

什器備品 12,848,246 11,341,665 1,506,581 

ソフトウエア   550,800   514,080  36,720 

リース資産 19,446,600 14,311,800 5,134,800 

合  計 82,958,504 68,371,633 14,586,871 

 

   ６．その他 
（１）退職給付関係 

①使用している退職給付制度の概要 

職員に対して確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

②退職給付債務及びその内訳 
 (単位：円) 

退職給付債務 △ 88,846,606 

退職給付引当金 △ 88,846,606 

 ③退職給付費用に関する事項 
(単位：円) 

勤務費用  9,448,387 

退職給付費用 9,448,387 
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   ④退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基

礎として計算している。 

 

（２）ファイナンス・リース取引関係 

Ⅰ所有権移転ファイナンス・リース取引 

  該当なし。 

Ⅱ所有権移転外ファイナンス・リース取引 

           電話主装置・電話機、印刷機 
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附 属 明 細 書 

 

１．特定資産の明細 

 

特定資産の明細については、財務諸表の注記に記載している。 

 

２．引当金の明細 

（単位：円） 

科   目 期首残高 当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

目的使用 その他 

賞与引当金 15,330,000 12,000,000 15,330,000 0  12,000,000 

退職給付引当金 150,060,194 9,448,387 70,661,975 0 88,846,606 

役員退職慰労引当金 70,443,700 5,979,300 0 0 76,423,000 
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監 査 報 告 書 
 

２０２３年５月１９日 
一般社団法人 日本内部監査協会 
代表理事 土 屋 一 喜 殿 

                        
          監事 津 田 龍 司  ○印   
        
          監事 石 原 基 康  ○印  

 
  ２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの第１６期事業年度の事

業報告、計算書類及びその附属明細書、その他理事の職務執行の監査について、

次のとおり報告します。 
 
１ 監査の方法及びその内容 
   監事は、一般に認められた監査手続に従い、理事会に出席し、また当法人

の理事等から、職務の執行状況について定期的に報告を受け、随時説明を求

めました。また、当法人の外部監査人より、会計帳簿、会計書類の状況に関

し、定期的に報告を受け、さらに適正意見が付された外部監査人監査報告の

説明を受け、意見交換いたしました。 
 
２ 監査の結果 

(1) 事業報告は、法令及び定款に従い、当法人の状況を正しく表示しています。 
(2) 理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実はありません。 
(3) 計算書類とその附属明細書は、当法人の財産及び損益の状況を全ての重要

な点において適正に表示しています。 
以上 
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              独立監査人の監査報告書 
2023 年 5 月 19 日 

 一般社団法人日本内部監査協会 

   代表理事   土 屋 一 喜 殿 

                           公認会計士東勝次事務所 

                             公認会計士 東 勝次 ○印  

 
監査意見 
 私は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 124 条第 2 項第 1 号の規定に基づく監査に準じ

て、一般社団法人日本内部監査協会の 2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までの 2022 年度の貸借対

照表、損益計算書（公益認定等ガイドラインⅡ－4 の定めによる「正味財産増減計算書」をいう。）及び財

務諸表に対する注記並びに附属明細書について監査し、併せて、正味財産増減計算書内訳表（以下、これ

らの監査の対象書類を「財務諸表等」という。）について監査を行った。 

私は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に準拠し

て、当該財務諸表等に係る期間の財産及び損益（正味財産増減）の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける私の責任は、「財務諸表等の監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、法人から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。私は、意見表明のための基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

財務諸表等に対する理事者及び監事の責任 

 理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計基準に準拠して財務諸表等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表等を

作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、継続組織の前提に基づき財務諸表等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に基づいて継

続組織に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の遂行を監視することにある。 

 

財務諸表等の監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表

等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
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又は集計すると、財務諸表等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が

あると判断される。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応 

 した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明 

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表等監査の目的は、内部統制の有効性について意見を表明するものではないが、監査人は、リ 

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を 

検討する。 

・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見積 

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 理事者が継続組織を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監 

 査証拠に基づき、継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実 

 性が認められるかどうか結論付ける。重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸 

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表等の注記事項が適切でない 

場合は、財務諸表等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査 

報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、法人は継続組織として 

存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計基準に 

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表等の表示、構成及び内容、並びに 

財務諸表等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

 監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告

を行う。 

 

利害関係 

 法人と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                         以  上 
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